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要介護高齢者の排泄に対する介入方法の指針を得ることをねらいとして，介護老人福祉施設
高齢者を対象に，身体機能ならびに知的機能と排泄自立の関係性を明らかにすることを目的と
した。
調査は，Ａ県内の介護老人福祉施設のうち協力の得られた39施設で実施した。調査内容は，

基本属性（性，年齢，施設入所期間，要介護度），身体機能（粗大運動・微細運動），知的機能
（認知機能），排泄自立の可否で構成した。統計解析には，回収された1,376名のデータのうち
欠損値を有さない921名のデータを用いた。粗大運動２項目（移乗，歩行），微細運動４項目
（「食事のときに茶碗を持ったままで箸が使える」「小さなボタンのかけはずしができる」「ひ
もを結ぶことができる」「タオルをきちんと絞ることができる」）， ６項目（「場所の見
当識」「物品の復唱」「物品名の想起」「計算」「物品名の呼称」「文章の指示実行」）を独立変数
として投入し，排泄の自立の可否を従属変数としてロジスティック回帰分析を行い，排泄自立
に関連する要因を抽出した。次いで，集計対象を約50％ランダム抽出法で２群に分割し（Ａ群
：461名とＢ群：460名），ロジスティック回帰分析で得た偏回帰係数を用いてＡ群およびＢ群
における予測値を算出し，それぞれの排泄の実測値における関係性を確認した。
ロジスティック回帰分析の結果，「移乗」「ひもを結ぶことができる」「歩行」「小さなボタン
のかけはずしができる」「物品名の想起」の５項目が排泄自立に統計学的に有意に関連するこ
とが明らかになった。排泄自立予測値（0.08で分割）と実測値との関係性をクロス表で確認し
た結果は，真陽性143名（自立と予測して実際に自立），真陰性661名（非自立と予測して実際
に非自立），偽陽性108名（非自立であるが自立と予測），偽陰性９名（自立であるが非自立と
予測）であり，感度94.1％，特異度86.0％であった。
「移乗」「ひもを結ぶことができる」「歩行」「小さなボタンのかけはずしができる」「物品名
の想起」の５項目が施設高齢者の排泄自立に関連し，かつ予測にも利用できる可能性が示唆さ
れた。

介護老人福祉施設高齢者，排泄自立関連要因，排泄自立予測

Ⅰ

介護老人福祉施設に入所している高齢者は基
本的日常生活動作（

）に何らかの介助を必要とし，排泄に関
して自立できていない高齢者は67.6～88.8％と
報告1)-5)されている。国際生活機能分類（
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）6)によれば，排泄は「活
動と参加」における「セルフケア」として位置
づけられ，それは「排泄（生理，排尿，排便）
を計画し，遂行するとともに，その後清潔にす
ること」と定義されている。加えて西村7)は，
排泄が，尿・便意を感じる，トイレ・便器を認
識する，移動する，衣類を脱ぐ，便器を使用す
る，排尿・便する，後始末をする，衣類を着る，
元居た場所にもどる，の一連の動作で成立して
いることを指摘している。通常，高齢者がそれ
ら一連の動作を行うことが困難とされる背景に
は，複数の疾病を抱えていることや身体機能の
低下，さらには認知症等が複雑に関係している
ことが想定される。しかし，高齢者を対象に，
排泄自立に関連する身体･知的機能等はいまだ
十分に明らかにされているとは言い難い。その
ため，介護老人福祉施設においては排泄に関す
る適切な個別対応が重視されているものの，実
際には，介護者の経験に判断を委ねざるを得な
い状況となっている。したがって，介護老人福
祉施設高齢者の排泄に関する簡便なアセスメン
ト方法が確立できるなら，排泄自立に対する適
切な専門的介入の適否が検討でき，結果的には，
そのことが高齢者の人間としての尊厳を保つこ
とにもつながるものと言えよう。
本研究においては，要介護高齢者の排泄に対

する介入方法の指針を得ることをねらいとして，
介護老人福祉施設高齢者を対象に身体機能（粗
大および微細運動）ならびに知的機能と排泄自
立の関係を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ

調査対象は，Ａ県内の介護老人福祉施設のう
ち，調査の協力が得られた施設39カ所とした。
調査期間は2004年11～12月の２カ月間であった。
調査は，郵送法による質問紙法とし，解析に必
要なデータは主たる介護担当者を通して得た。

対象者の性，年齢，施設入所期間，要介護度，

身体機能（粗大運動・微細運動），知的機能
（認知機能），排泄自立の可否で構成した。粗
大運動は，移乗と歩行でまったく介助を要しな
いものを自立とし，それ以外のものは介助とし
た。微細運動は，手指機能のうち，つまみあげ
ること，握ること，操作すること，放したりす
る協調性の認められる行為に着目し，具体的に
は日常生活で判断可能な，「食事のときに茶碗
を持ったままで箸が使える」「小さなボタンの
かけはずしができる」「ひもを結ぶことができ
る」「タオルをきちんと絞ることができる」の
４項目で自立の可否を調査した。
知的機能は， （ - -

）8)9)により評価するものとし，具
体的には，その尺度を構成している「見当識」
「記銘力」「記憶再生」「注意力および計算」
「言語」「視空間能力」の領域の中から動作が
関連しない項目として，「場所の見当識」「物品
の復唱」「物品名の想起」「計算」「物品名の呼
称」「文章の指示実行」の６項目を選定した。
なお，本研究においては，排泄の自立は「介
助なしでトイレまで移動し，衣類の着脱から後
始末までを含む」ものとし，ポータブルトイレ
などを使用している場合には，その洗浄も含む
ものとした。

統計解析には，回収された1,376名のデータ
のうち欠損値を有さない921名のデータを使用
し，排泄に関連する要因を明らかにするために
ロジスティック回帰分析で検討した。このとき，
粗大運動２項目，微細運動４項目， ６
項目を独立変数として投入し，排泄の自立の可
否を従属変数として，変数増加法によって解析
するものとした。
また，ロジスティック回帰分析の結果得られ
た予測確率は， （

）分析により，感度をＹ軸に，１－
特異度をＸ軸として 曲線を作成し，Ｙ軸
の１から距離が最も近くなる曲線のコーナーに
あたる部分を分割値として設定した10)11)。その
分割値による排泄自立の予測値と実測値との関
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ｎ＝921

性別
男性
女性

平均年齢
全体

男性

女性

入所期間
５年未満
10年未満
15年未満
20年未満
25年未満
25年以上

要介護度１
要介護度２
要介護度３
要介護度４
要介護度５

注 ＳＤ：標準偏差

ｎ＝921

排泄
自立
介助

排泄自制
尿自制

粗大運動

歩行

食事のときに茶碗を持ったまま箸がつかえる
ひもを結ぶことができる
タオルをきちんと絞ることができる
小さなボタンのかけはずしができる

知的機能（ ）
場所の見当識
復唱

計算
呼称
指示に従う

便自制

移乗

微細運動

想起

（単位 名，( )内％）

オッズ比 95％信頼区間

移乗
歩行
ひもを結ぶことができる
小さなボタンのかけはずし
物品名の想起
定数

注 1) ＊＊ｐ＜0.01
2) それぞれの項目の非自立を１としたときのオッズ比
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係をクロス表にて確認した。
さらに，約50％ランダム抽出法で無作為に抽

出した集団の予測値を各変数の偏回帰係数を用
いてそれぞれ算出し，排泄実測値（実際の調査
で得られた排泄自立の有無）との関係性をクロ
ス表で確認し予測値（分割値0.08）の有効性を
確認した。

Ⅲ

対象者は921名で，男性180名（19.5％），女
性741名（80.5％）であった。平均年齢は，対
象者全体で84.4歳（標準偏差7.8，範囲65～107
歳）であった。年齢を性別でみると，男性が
80.4歳（標準偏差7.4，範囲65～99歳），女性が
85.4歳（標準偏差7.6，範囲65～107歳）であっ
た 。なお，排泄自立に関する身体機能･
知的機能の回答分布は に示した。

ロジスティック回帰分析の結果，「移乗」「歩
行」「ひもを結ぶことができる」「小さなボタン
のかけはずしができる」「物品名の想起」の５

項目が排泄自立の有無と統計学的に有意に関連
していた 。なおオッズ比は，「移乗」が
自立できれば，非自立に比して14.8倍排泄自立
する割合が高くなっていた。同様に，「歩行」
は3.1倍，「ひもを結ぶことができる」は3.7倍，
「小さなボタンのかけはずし」は3.1倍，「物品
名の想起」は3.4倍，排泄自立する割合が高く
なっていた。

前記解析から得られたロジスティック回帰分
析の予測確率から 分析を行い，0.08を分
割値としたとき，感度94.1％，特異度86.0％，
陽性適中率57.0％，陰性適中率98.7％であった。
なお，予測値と実際の排泄の自立との関係性は

，真陽性143名（自立と予測して実際に
自立），真陰性661名（非自立と予測して実際に
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（単位 名，( )内％）

予測値
実 測 値

総数
排泄自立 排泄介助

総数

排泄自立

排泄介助

注 1) 分割値：0.08
2) 感度94.1％，特異度86.0％，陽性適中率57.0％，陰性適中
率98.7％

（単位 名，( )内％）

予測値
実 測 値

総数
排泄自立 排泄介助

総数

排泄自立

排泄介助

注 1) 分割値：0.08
2) 感度95.1％，特異度86.1％，陽性適中率59.2％，陰性適中
率98.8％

（単位 名，( )内％）

予測値
実 測 値

総数
排泄自立 排泄介助

総数

排泄自立

排泄介助

注 1) 分割値：0.08
2) 感度93.0％，特異度85.9％，陽性適中率54.5％，陰性適中
率98.5％
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非自立），偽陽性108名（自立と予測したが実際
には非自立），偽陰性９名（非自立と予測した
が実際には自立）であった。
さらに，有効性を確認するために，約50％ラ

ンダム抽出法によって設定したＡ群（ｎ＝461）
およびＢ群（ｎ＝460）の予測値を，前記解析
で得られたロジスティック回帰式の偏回帰係数
を用いてＡおよびＢ群の予測値を算出した（予
測値Ｐ（ｙ）＝１/1＋ｅ-ｚ，Ｚ＝β0＋β1 1＋β2 2
＋…＋β ，ｅ＝自然対数の底）。
Ａ群におけるその予測値と実際の排泄の自立

との関係性は，感度95.1％，特異度86.1％，陽
性適中率59.2％，陰性適中率98.8％であった。
なお，予測値と実際の排泄の自立との関係性は

，真陽性77名，真陰性327名，偽陽性53
名，偽陰性４名であった。
Ｂ群においては，感度93.0％，特異度85.9％，

陽性適中率54.5％，陰性適中率98.5％であった。
なお，予測値と実際の排泄の自立との関係性は

，真陽性66名，真陰性334名，偽陽性55
名，偽陰性５名であった。

Ⅳ

従来の排泄ケアの研究においては，正常な排
泄の一連の動作やそれらを基に細目動作に分類
した分析がされており12)13)，神経学的見地から
の研究蓄積もあるが，本研究では，特に職種や
経験年数等にかかわらず利用できる簡便な項目
を用いることに主眼を置いた。分析対象ケース
は，排泄要介護者83.5％，男女比１：4.1，先
行研究では排泄要介護者67.6～88.8％，男女比
１：1.3～１：3.6とほぼ一致しており，介護老
人福祉施設に限定するなら，標本の代表性は保
持されていると判断された。
排泄自立に関連する変数の選択をロジス

ティック回帰分析で行ったところ，介護老人福
祉施設高齢者の排泄自立に統計学的に有意に関
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連した項目は，「移乗」「歩行」「ひもを結ぶこ
とができる」「小さなボタンのかけはずしがで
きる」「物品名の想起」の５項目であった。こ
の５項目は，短期記憶と上・下肢の総合的な機
能状態とみなすことも可能であるが，先行研
究14)-21)が排泄自立の条件としていた身体機能と
知的機能という次元に置き換えることも可能で
あろう。換言するなら，本研究の結果は，排泄
自立は一定の身体機能と知的機能を反映すると
いった関係22)-24)を支持するものであった。
また，前記の排泄自立と関連する（排泄自立

関連）５項目の偏回帰係数を用いて無作為に抽
出した標本に対し予測値を算出し，実際の排泄
自立との関連性を検討したところ，高い感度・
特異度を得たことから，それら５項目が排泄自
立の可能性あるいは困難性を評価するために利
用できる可能性が示唆された。現在，介護老人
福祉施設では医師の常駐や理学療法士および作
業療法士の配置が義務付けられておらず，

などにおける能力の判断は嘱託医に委ね
られている。そのため，介護場面に携わる者が，
実行状況から判断せざるを得ないのが現状であ
る。施設入所時や介護計画見直しの際のアセス
メントに活用することで，介護場面に携わる者
が日常生活レベルから排泄自立関連５項目を観
察し排泄自立の能力を評価することは，物理的
環境・人的環境の見直し等に活用でき，能力と
実行状況のギャップを小さくすることができる
ものと期待できる。なお，排泄自立を意味する
９つの一連の動作7)をアセスメントに使用する
ことも可能であり，排泄自立の状況も実行状況
からの判断となるが，本研究ではあくまでも排
泄自立関連要因から自立の可能性があるか否か
を判断する手がかりを得た上で，それら一連の
動作のいずれに問題があるかを検討することが，
専門的介入の可能性を探る上で重要な知見をも
たらすものと推察された。別言するなら，臨床
的には簡便な方法に従って能力としての排泄自
立を予測することを優先し，自立の可能性があ
ると予測されたにもかわらず自立できていない
場合には，一連の個々の動作の達成度を確認し
ながら，個々の動作に対する専門的な介入の可

能性や環境整備を進めるといったように，本研
究の結果を使用することで，入所時あるいはそ
の後のサービス計画の立案にとって，より望ま
しい情報が得られるものと言えよう。このとき
真陽性，すなわち自立と予測され，実際にも自
立の対象者に対しては，現在の能力や機能を最
大限に活かせるような援助を継続すること，ま
た真陰性，すなわち非自立と予測され，実際に
も非自立の対象者においては，排泄の一連の動
作のうちの達成できていない項目にポイントを
おいて排泄介助を行うこと，さらには偽陽性，
すなわち自立と予想したが実際には非自立，あ
るいは偽陰性，すなわち非自立と予想したが実
際には自立の対象者に対しては，それぞれの自
立・非自立の理由をさらに明らかにすることが，
結果的には高齢者の排泄自立に係る重要な要因
を明らかにすることにもなり，それは介入方法
の検討にとっても重要な知見をもたらすものと
言えよう。
なお，従来の研究業績では が低下し認

知症のある高齢者への尿失禁に関する介入方法
として，排尿習慣の再学習，排尿誘導25)-27)が有
効であるという報告があり，職種別対応方法な
ども示されている。たとえば，それら尿失禁お
よび排尿障害の介入方法28)を応用して，排泄自
立への介入方法を慎重に確立していくことが重
要である。加えて，心身機能や身体構造に障害
があるために自立できない高齢者に対しても排
泄自立関連５項目を確認し，排泄自立を阻害す
る関連因子を特定していくことは，医療職以外
でも可能であり，排泄に関する介入方法を開発
する上で重要と言えよう。一時的に介護量が増
えることは避けられないことも想定されるが，
高齢や認知症であることを理由にあきらめずに，
排泄自立能力を適切に判断した上で，能力を最
大限に活かすためのトレーニングおよび援助が
必要である。なお，排泄自立の能力を明らかに
有していないと判断されるような対象者に対し
ては，無理なトレーニングを行うのではなく，
適切な援助を行うことが人間の尊厳を維持させ，

の向上につながるものと言えよう。もち
ろん本研究において選定された排泄自立に関す
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る要因は，日常的な普段の行動から簡便に判断
しうるものを取り上げたものの，排尿・排便機
能や関連疾患の有無，失禁の種類の特定や意欲
の有無等は含めていない。したがって，そのよ
うな器質的障害や精神心理的問題ならびに環境
問題を広範囲の観点から検討することで，専門
的なアプローチの可能性がより明らかになるも
のと推察される。このような経験を重ねながら，
今後はさらに調査にとどまることなく参与観察
等の方法を駆使しながら，それら関連要因なら
びに他の要因にも着目して，排泄自立に関わる
介入方法の確立とともに精度の高い評価方法の
開発をすることが喫緊の課題と言えよう。
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